
特定技能外国人の許可状況等について（令和２年１月末現在：速報値）

特 定 技 能 制 度 運 用 状 況 ①

特定技能在留外国人数（令和元年１２月末現在：速報値）

特定技能１号在留外国人数 １，６２１人

許可件数等の内訳

分野 人数
介護 １９人
ビルクリーニング １３人
素形材産業 １９３人
産業機械製造業 １９８人
電気・電子情報関連産業 ３８人
建設 １０７人
造船・舶用工業 ５８人
自動車整備 １０人
航空 ０人
宿泊 １５人
農業 ２９２人
漁業 ２１人
飲食料品製造業 ５５７人
外食業 １００人
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① 在留資格認定証明書交付 交付 １，７５１件

② 在留資格変更許可 許可 １，３５７件

③ 登録支援機関登録 登録 ３，７２４件

④ 特例措置としての「特定活動」 許可 ８６５件

（未交付含む）
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在留資格認定証明書交付件数 在留資格変更許可件数
（許可・交付件数）

平成31年 令和元年 令和2年

会社（株式会社，合同会社等）
２，００１件
５３．７％

その他
２６７件
７．１％

登録支援機関の内訳社会保険労務士（個人）
６０件
１．６％

一般社団法人
１０１件
２．７％

行政書士（個人）
２９６件
７．９％

中小企業事業協同組合
９９９件
２６．８％

参考資料１



Immigration Services Agency of Japan
出入国在留管理庁特定技能制度運用状況②

特定技能在留外国人数（令和元年１２月末現在：速報値）

特定技能１号在留外国人数 １，６２１人
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在留数 100 94 100 189 18 111 79 901 29 
構成比 6.2% 5.8% 6.2% 11.7% 1.1% 6.8% 4.9% 55.6% 1.8%

国籍別特定技能在留外国人数
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在留数 19 13 193 198 38 107 58 10 - 15 292 21 557 100 
構成比 1.2% 0.8% 11.9% 12.2% 2.3% 6.6% 3.6% 0.6% 0.0% 0.9% 18.0% 1.3% 34.4% 6.2%
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在留数 85 4 - 5 - 3 9 77 42 86 112 80 94 59 22 6 13 3 10 41 62 32 127 38 
構成比 5.2% 0.2% 0.0% 0.3% 0.0% 0.2% 0.6% 4.8% 2.6% 5.3% 6.9% 4.9% 5.8% 3.6% 1.4% 0.4% 0.8% 0.2% 0.6% 2.5% 3.8% 2.0% 7.8% 2.3%
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在留数 15 13 103 50 2 3 15 8 16 73 5 2 47 21 4 69 1 40 41 24 2 19 14 24 
構成比 0.9% 0.8% 6.4% 3.1% 0.1% 0.2% 0.9% 0.5% 1.0% 4.5% 0.3% 0.1% 2.9% 1.3% 0.2% 4.3% 0.1% 2.5% 2.5% 1.5% 0.1% 1.2% 0.9% 1.5%
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分野別特定技能在留外国人数



Immigration Services Agency of Japan
出入国在留管理庁特 定 技 能 制 度 運 用 状 況 ③

実施場所（実施月） 受験者数 合格者数 今後の実施予定（注1）

介護

（フィリピン） 2019年4月～12月,2020年1月
（カンボジア） 2019年9月～12月,2020年1月
（インドネシア）2019年10月～12月,2020年1月
（ネパール） 2019年10月～12月,2020年1月
（モンゴル） 2019年11月,12月
（日本国内） 2019年10月～12月

（技能試験）

3,437人（注２）
（日本語試験）

3,371人（注２）

（技能試験）

1,685人（注２）
（日本語試験）

1,743人（注２）

（フィリピン） 2020年2月,3月
（カンボジア） 2020年2月,3月
（インドネシア）2020年2月,3月
（ネパール） 2020年2月,3月
（モンゴル） 2020年3月

ビルクリーニング
（ミャンマー） 2019年12月
（日本国内） 2019年11月,12月

472人 317人
（フィリピン） 2020年2月,3月
（日本国内） 2020年4月,5月

素形材産業（注３）
産業機械製造業（注３）
電気・電子情報関連産業（注３）

（インドネシア）2020年1月 － － －

造船・舶用工業（注３） （フィリピン） 2019年11月 14人 7人 －

自動車整備 （フィリピン） 2019年12月,2020年1月 12人（注２） 12人（注２） （フィリピン） 2020年2月,3月

航空（注３）
（フィリピン） 2019年11月
（モンゴル） 2019年10月
（日本国内） 2019年11月

227人 128人 （日本国内） 2020年2月

宿泊
（ミャンマー） 2019年10月
（日本国内） 2019年4月,10月,2020年1月

1,852人 1,140人 －

農業（注３）
（フィリピン） 2019年10月～12月,2020年1月
（カンボジア） 2020年1月
（インドネシア）2020年1月

13人（注２） 13人（注２）
（フィリピン） 2020年2月,3月
（カンボジア） 2020年2月,3月
（インドネシア）2020年2月,3月

漁業（注３） （インドネシア）2020年1月 －（注２） －（注２） －

飲食料品製造業
（フィリピン） 2019年11月,12月,2020年1月
（インドネシア）2020年1月
（日本国内） 2019年10月

719人（注２） 519人（注２）
（フィリピン） 2020年2月,3月
（インドネシア）2020年2月,3月
（日本国内） 2020年2月

外食業
（フィリピン） 2019年11月,12月,2020年1月
（カンボジア） 2020年1月
（日本国内） 2019年4月,6月,9月,11月

4,786人（注２） 3,013人（注２）
（フィリピン） 2020年2月,3月
（カンボジア） 2020年2月,3月
（日本国内） 2020年2月

国際交流基金
日本語基礎テスト

（フィリピン） 2019年4月～6月,8月～11月,2020年1月
（カンボジア） 2019年10月,2020年1月
（インドネシア）2019年10月,11月,2020年1月
（ネパール） 2019年10月,11月,2020年1月
（モンゴル） 2019年11月

2,279人（注２） 779人（注２）

（フィリピン） 2020年3月
（カンボジア） 2020年3月
（インドネシア）2020年3月
（ネパール） 2020年3月
（モンゴル） 2020年3月

(注1） 2020年2月以降の実施予定は変更され得る。
(注2） 2020年1月以降に実施された介護（技能試験及び日本語試験），自動車整備，農業，漁業，飲食料品製造業，外食業及び国際交流基金日本語基礎テストの受験者数及び合格者数のうち未発表分については，各者数の累計値に含んでいない。
(注3) 業務区分によって試験実施状況が異なる。

特定技能試験等の実施状況について（令和２年１月末現在。各試験実施機関のウェブサイトを参考に作成したもの。）


